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地域外国人材受入れ・定着モデル事業実施報告書 

 

 

○ はじめに 

人手不足に対応した外国人材の受入れについては、①受入れた外国人材が都市部等に

集中するのではないか、②中小企業においては受入れや雇用管理に関する知識・ノウハ

ウ等が十分ではない、といった指摘もあり、外国人材の職場や地域への定着を図るため

の事例を蓄積し、普及していく必要がある。このため、地域外国人材受入れ・定着モデル

事業（以下「本事業」とする。）では令和２年度から令和４年度まで５つのモデル地域（北

海道、群馬県、福井県、岐阜県、鹿児島県）において、外国人材の職場や地域への受入れ・

定着を図り、事業を通じて得られた定着実績や効果的な支援内容等について、他の地方

公共団体等に周知することを目的に実施した。なお、モデル地域は、厚生労働省において

都道府県を公募し、有識者による審査を経て、令和２年４月に５道県（北海道、群馬県、

福井県、岐阜県、鹿児島県）を選定した。 

ただし、本事業の期間中は、新型コロナウイルス感染症の影響により宿泊業や外食業

など、特定技能の対象分野が大きな経済的影響を受けた。さらに、外出制限などによりセ

ミナーや訪問も制限されたため、本事業での受入れ人数は当初の想定より少なくなった。

その後、令和４年３月から外国人の新規入国規制が順次緩和され、本事業においても、令

和４年４月から外国人材が入国することができたが、定着の取組みは当初想定より１年

近く遅れる結果となった。 

新型コロナウイルス感染症の影響で当初より遅れることとなったが、受入企業、来日

外国人材、モデル地域の道県や市町村などの地方自治体の多大な協力もあり、多くのデ

ータを得るとともに好事例と課題についての知見を得ることができた。本報告書と本事

業で得た現場で活用できる知見を企業や地方自治体向けに「事業者向け受入れ・定着マ 

ニュアル（別添資料１）」、「地方自治体向け事例集（別添資料２）」としてそれぞれま

とめた。本資料を活用いただき、外国人材の受入れ・雇用管理の改善と地方部での定着促

進に寄与できれば幸いである。 

図 1：本事業概念図 
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1. 実施スケジュール 

事業開始した令和２年度から令和４年度まで本事業において実施した取組みと実施時

期は以下のとおりである。 

取組み内容 実施時期 

（1）本事業の周知及び参加企業(求人)の募集 

① 対象産業の選定 令和２年９月、令和３年４月 

② 支援対象企業の募集  令和２年 10月～令和４年２月 

③ 求人改善支援 令和２年 12月～令和４年３月 

（2）外国人材の募集 

① 対象国の選定 令和２年９月にフィリピン 

同年 12月にインドネシア、ネパール 

② ウェブサイトの作成  令和２年 10月作成開始 

令和３年２月 25日公開 

④ 外国人材向け求人情報の発信 令和３年 1月～令和４年２月 

⑤ 選考 令和３年 12月～令和４年２月 

⑥ 育成・訓練 令和３年２月～令和４年２月 

⑦ マッチング 令和３年１月～令和４年２月 

（3） 受入れ・定着支援（企業） 

① 異文化理解研修  令和３年３月～令和４年５月 

② 定着計画策定支援 令和３年３月～令和４年９月 

③ 内定者定期面談 令和３年３月～令和４年９月 

④ 出入国手続き支援 令和３年４月～令和４年８月 

⑤ 入国後のモニタリング・フォローアップ 令和４年４月～令和５年３月 

（4）定着支援（地域ネットワーキング） 

① 外国人材の地域での認知向上支援 令和３年４月～令和５年３月 

② 定着イベント実施地域選定 令和３年４月～令和４年 12 月 

③ 地域の受入計画の策定支援 令和４年４月～令和４年 12 月 

④ 外国人材と地域住民の異文化理解促進及

び共同事業の実施 

令和４年４月～令和５年３月 

（5）連絡会議による好事例の収集・分析等、定着ノウハウの地域間の共有 

① 地域連絡会議の運営 令和２年９月～令和５年３月 

② 全国連絡会議の運営 令和２年 10月～令和５年２月 
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2. 取組みの内容 

（1） 本事業の周知及び参加企業(求人)の募集 

① 対象産業の選定 

新型コロナウイルス感染症の影響が外国人材の採用に大きな影響を与えていない

「介護」を令和２年度に選定し、令和３年度からは海外での試験合格者が多く、新

型コロナウイルス感染症の影響下でも一定の人材需要が見込まれる「飲食料品製造

業」と「農業」を加えた。 

 

② 支援対象企業の募集 

本事業では、「事業の広報、説明セミナー／個別相談、申込み」というプロセス

で支援対象企業を募集した。 

 

・事業の広報 

     事業の広報にあたっては、モデル地域の道県庁、関係団体や金融機関などの協力

を得て、下記のとおり広く周知を図った。 

広報手段 対象企業数（延べ回数） 

ダイレクトメール 20,634 

メール配信 9,037 

リーフレット配布 7,372 

Web 広告（クリック数） 540 

 

・説明セミナー／個別相談 

上記広報から事業概要の説明セミナーに誘導した。説明セミナーはオンライン

で合計 71 回実施し、延べ 433 企業が参加した。各業種別のセミナー開催回数は

以下のとおりである。さらに、説明セミナーや広報で本事業を知り、詳細の説明

を希望した企業へは個別相談を電話、メール、オンラインといった方法で実施し

た。 

セミナー開催回数 

業種/年度  令和２年度 令和３年度 合計 

介護分野 23 24 47 

飲食料品製造分野 0 20 20 

農業分野 1 1 2 

職種制限なし 1 1 2 

合計 25 46 71 
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・申込み 

最終的な申込み事業者数の内訳は以下のとおりである。 

（単位：事業者） 

地域／業種 介護 飲食料品製造 農業 合計 

北海道 23 8 1 32 

群馬県 18 3 0 21 

福井県 11 3 0 14 

岐阜県 23 2 0 25 

鹿児島県 33 4 1 38 

合計 108 20 2 130 

 

③ 求人改善支援 

本事業の目的である職場や地域への定着を進めるうえで「国内の他地域と比較し

ても競争力のある求人となること」、そして「平成三十一年法務省令第五号特定技

能雇用契約及び一号特定技能外国人支援計画の基準等を定める省令」にある「外国

人に対する報酬の額が日本人が従事する場合の報酬の額と同等以上であること」を

満たすことを目的として、各企業に対して求人改善支援を実施した。求人改善支援

の具体的な例は以下のとおりである。 

改善の視点 具体的な支援例 

業務内容の明文化 ⚫ 「介護」だけでなく、「排泄介助」など具体的な業務内容を記

載するように指導した。 

人材要件の設定 ⚫ 募集条件に、性別や宗教、国籍などの属性を限定しないよう指

導した。特に「宗教」については、説明資料を作成し、企業の

理解を促進した。（図２） 

外国人材に配慮し

た待遇の設定と提

示 

⚫ 企業が提示する給与と外国人材の希望とのミスマッチを減らす

ための説明資料を作成し、外国人材の募集の基準となる給与水

準の理解を進めた。（図３） 

⚫ 住居の間取りや通勤経路、地域に住む外国人数など、生活環境

の具体的イメージができる情報を追加するよう指導した。 

⚫ 地域の魅力や企業のアピールポイントを追加するよう受入企業

に指導した。 

⚫ Wi-Fi の有無、従業員との交流機会の有無等、外国人材の関心

が強い項目を明記するよう指導した。 

⚫ 残業や夜間勤務等、日本人には敬遠されるが、外国人材には魅

力的に映る項目を明記するよう指導した。 
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図２：イスラム教についての説明資料 
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図３：給与のミスマッチ防止のための資料 

 

（2） 外国人材の募集 

① 対象国の選定 

事業開始時は、フィリピンの訓練施設で育成し、送り出すことを計画していたが、

新型コロナウイルス感染症の影響で、令和２年 10 月にフィリピン国内において外

出・移動制限の継続と感染防止のための教育訓練の実施制限により、訓練施設の開

校が不可能になり、フィリピンのみでは十分な人数の確保ができないことが予測さ

れた。このため、既に特定技能の試験に合格している者が多いインドネシア、ネパ

ールでの人材募集の検討を始め、令和２年 12月から両国で人材募集を実施した。 

 

② ウェブサイトの作成 

ウェブサイトはモデル地域と共同で作成の上、令和３年２月 25 日に一般公開し

た（https://wijc.mhlw.go.jp/ ※令和５年３月 31日公開終了）。言語は日本語の

ほか、英語（フィリピン、ネパール対象）、インドネシア語で作成した。コンテン

ツとして、本事業の仕組み、各モデル地域の魅力、特定技能の仕組み、日本の生活・

文化の紹介、候補者のインタビュー、申込企業のインタビュー、送出機関の紹介、

申込みのフローを掲載した。 

各対象国での本事業ウェブサイトの閲覧数（ページビュー数）は以下のとおりで

ある。 
 

PV数 

令和２年度 令和３年度 

インドネシア 6,979 55,444 

フィリピン 39,146 18,097 

ネパール 546 3,035 

https://wijc.mhlw.go.jp/
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図４：本事業で作成したウェブサイトトップページ 

 

③ 外国人材向け求人情報の発信と応募 

日本のウェブサイトでの求人情報の掲載は、各送出国の法律等の制限を受ける。

例えば、フィリピンでは求人情報は同国の人材紹介免許を持つ人材紹介会社が公

開する必要がある。このため上記ウェブサイトには、各モデル地域の生活環境や

特定技能での就労条件など一般的な情報のみを載せて、具体的な応募や求人情報

は各国のライセンスをもつ送出機関（各国１機関）に連絡するようにウェブサイ

トから誘導した。連絡を受けた送出機関は本事業の内容と次のステップとなる選

考に必要な情報を提供した。 

 

④ 候補者の選考 

企業とのマッチングに先立って、紹介できる人材を確保する必要があるため、送

出機関とパーソルキャリア株式会社が以下のフロー図の一次面接から育成訓練ま

でを実施し、人材の母集団の確保を進めた。当初、フィリピンからすべての人材を

確保する計画で進めており、本事業の計画に沿って日本語教育と特定技能の技能
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試験の合格を目的とした育成・訓練を進め、試験通過した人材を企業とマッチング

することとしていた。しかし、前述の通り新型コロナウイルス感染症の影響でフィ

リピンの訓練施設の開校が不可能になり、同国での人材育成のプログラムが完全

に停止したため、別途、インドネシアとネパールでの人材募集を実施することとし

た。ただし、この２か国でも新型コロナウイルス感染症の影響で訓練施設の開設は

難しかったため、既に日本語の語学試験と特定技能の技能試験に合格している人

材を募集し、人材の母集団とした。 

 

図５：候補者の選考フロー 

 

各国の選考後の母集団（企業とのマッチングに参加した人材数）は以下のとおり

である。 

国名 人数 マッチング参加者の

国別割合 

インドネシア 340 71% 

フィリピン 65 14% 

ネパール 71 15% 

合計 476 100% 
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⑤ 育成・訓練 

フィリピンでの候補者の人材に対しては、以下の育成・訓練プログラムを実施し

た。 

対象 教育内容 

介護専門試験未

合格者 

（オンライン） 

 

公益社団法人日本介護福祉士会のテキスト

（https://www.jaccw.or.jp/wp-

content/uploads/2020/09/kaigono_tokutei_ginou_20201006.pdf）

をもとに、現地語での学習アプリを提供し、100%の記憶定着（アプ

リが判定）をしてから受験するプログラム。 

 

教育時間：100時間が目安（アプリは自習ベースのため、人により

達成までの学習時間には差がある） 

日本語資格未合

格者 

（宿泊型） 

日本人の教師によるオンラインプログラムとフィリピン人の教師に

よる現地での授業のハイブリッド。独立行政法人国際交流基金が実

施する日本語能力検定試験の JFT-Basicと特定技能の介護分野の日

本語試験として指定される介護日本語評価試験の資格取得のための

プログラムを提供。 

 

教育時間：350時間（授業 200時間＋課題演習 150時間） 

介護・日本語資

格取得者 

（オンライン+

宿泊型） 

日本語教師の指導により、面接がスムーズに進むような日本語の会

話トレーニングを実施。 

 

教育時間：15分×3-10回（レベルによって変更） 

 

⑥ 企業とのマッチング 

マッチングは新型コロナウイルス感染症で現地への渡航が出来なかったため、す

べてオンラインで実施した。また、マッチングで応募企業と候補者の双方が複数の

候補から選択することができるようにするため、以下のプロセスで実施した。 

・ １名の採用枠に対して、双方の希望を考慮し、面接可能な候補者を企業へ

２名紹介。 

・ 候補者は本事業の応募企業のうち、２社との面接が可能。 

・ 同じ候補者に２社から内定が出た場合は、候補者が入社したい企業を選

択。 

 

https://www.jaccw.or.jp/wp-content/uploads/2020/09/kaigono_tokutei_ginou_20201006.pdf
https://www.jaccw.or.jp/wp-content/uploads/2020/09/kaigono_tokutei_ginou_20201006.pdf
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図６：マッチング概念図（各社１名枠に２名ずつ紹介） 

 

また、面接が円滑に進行するように、面接実施前に、候補者には面接でよく聞か

れる質問への回答練習を、企業側には面接前ガイダンスを実施した。 

図７：面接前ガイダンス資料（抜粋） 

 

企業とのマッチング（面接）の実施回数と結果は以下のとおりである。 

マッチング（面接）回数（延べ）           1014回 

参加人材数 476名 

参加企業数 135 社 ※内 5 社は面接のみで採用しなかった 
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  本事業で複数の企業と面接をしても内定が出なかったケースや本事業と並行して別の

日本企業から内定をもらうケースもあり、面接に参加した 476名に対して内定決定は

401名であった。内定が出なかったケースでは日本語の会話能力が低く、面接で十分な

コミュニケーションがとれていなかったことが、同席した本事業の担当者から報告され

ている。 

マッチング終了時の内定者は 401名だったが 11名が健康上の理由、入国期限までに

日本での住居が見つけられないなどの理由で入国できなかったため、入国し就業に至っ

た人数は 390名となった。 

 

国別の入国した内定者数は以下のとおりである。 

 国名 内定者数 内定者の国別割合 

インドネシア 290名 74% 

フィリピン 64名 17% 

ネパール 36名 9% 

合計 390名 100% 

 

産業別の入国した内定者数は以下のとおりである。 

 産業分野 内定者数 内定者の産業別割合 

介護 306名 78% 

飲食料品製造 80名 21% 

農業 4名 1% 

合計 390名 100% 

 

地域別の入国した内定者は以下のとおりである。 

業種 内定者数 応募企業の道県別割合 

北海道 125名 32% 

群馬県 48名 12% 

福井県 23名 6% 

岐阜県 73名 19% 

鹿児島県 121名 31% 

合計 390名 100% 

 

（3） 受入れ・定着支援（企業） 

マッチング後に、水際対策により入国ができない期間がつづき、当該期間を有効に
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活用するため、下記のフローに従い内定後の定着支援を実施した。定着支援ではパー

ソル総合研究所の“外国人雇用に関する企業の意識・実態調査”1と“日本で働く外国

人材の就業実態・意識調査”2の調査結果を元に、離職につながるコミュニケーション

と人間関係、事前情報と現実の格差からくるリアリティショックの発生を低減するこ

とを目的として、「日本人従業員の意識改革」、「外国人材と日本人従業員の関係の構

築」と「事前情報と現実のギャップの解消」をテーマとした。 

 

※本取組みの実施結果を中心に、受入れた外国人が定着するための対応事項をまと

めた「事業者向け受入れ・定着マニュアル」を別添資料１として添付している。 

 

図８: 入国までの定着支援フロー 

 

 

① 異文化理解研修  

 
1 出典：外国人雇用に関する企業の意識・実態調査, パーソル総合研究所，2019.9, 調査結果④「雇用

上の課題／トラブル」 
2 出典：日本で働く外国人材の就業実態・意識調査, パーソル総合研究所，2020.2, 調査結果Ⅰ「外国

人材の採用から入社直後」、調査結果Ⅱ「外国人材の定着・活躍、上司のマネジメント行動」 
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「日本人従業員の意識改革」を目的として受入企業に対し、「異なる文化、価値

観の人材と働くための心構え」、「各国の文化の特徴」、「外国人材受入れの際の

トラブル対応ケーススタディ」を含む異文化理解研修を実施した。研修はすべてオ

ンラインで実施し、受入企業の経営層、人事担当者、教育担当者を対象に令和２年

３月から令和４年９月まで実施した。 

 

 

 

 

図９：異文化理解研修資料（抜粋） 

 

② 定着計画策定支援 

受入れ前の聞き取りで、外国人材向けの職場受入れや定着に向けて、「何を準備

していいか分からない」、「準備内容がわかってもその方法がわからない」といっ

た声が多かったため、本事業で「外国人材向け就業マニュアルの雛形」、「外国人

材受入れ体制チェックシート」等を作成し、各企業がそれを活用し、必要な情報を

カスタマイズしながら、各企業で外国人材の職場受入れや定着に必要な準備や体制

を整えることができるように支援した。 

 

実施回数 参加事業者数 参加人数 

46回 延べ 149社 延べ 546 名 
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図 10：外国人材向け就業マニュアルの雛形（抜粋） 
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図 11：外国人材受入れ体制チェックシート（抜粋） 

 

③ 内定者定期面談 

「コミュニケーションを重ねることで外国人材と日本人従業員の信頼関係の構

築」、「入国前に外国人材が持っている事前情報と現実のギャップ解消」、「習得

した日本語能力の維持」を目的として、内定後に受入企業と内定者の定期面談を実

施した。また、新型コロナウイルス感染症の水際対策の強化により入国待機期間が

長くなったため、業務に必要な専門用語の習得と日本語教育もこの定期面談で実施

した。定期面談は月１回を基本とし、オンラインで実施した。 

図 12：定期面談のテーマリスト 
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④ 出入国手続き支援 

地方出入国在留管理局への在留資格認定証明書（COE）交付申請や、在外公館への

査証申請など、円滑な手続きが行えるよう、それらに必要な書類の説明や、外国人

材とのやり取り（通訳、翻訳）を支援した。 

 

⑤ 入国後のモニタリング・フォローアップ 

外国人材の職場や地域への定着の促進と、受入企業と外国人材が入社後にどのよ

うな課題を持つのかを分析するために、下記のプロセスに沿って、入国後受入企業

と外国人材双方に対し、フォローアップを実施した。なお、入国の際の同行や銀行

口座開設、自治体への転入手続きなど登録支援機関による義務的支援は、本事業と

は別に企業が契約した登録支援機関によって実施された。 

 

図 13：入国後定着フォロープロセス 

 

（4） 定着支援（地域ネットワーキング） 

本事業では企業と地域の二つの側面で外国人材の定着のモデルを作ることを目的と

しており、企業だけではカバーできない地域住民との交流などの定着支援施策を以下

のとおり実施した。地域での定着支援はパーソル総合研究所の“多文化共生意識に関

する定量調査”3において、「自分の生活との距離感が近くなるほど、外国人への抵抗

感が強くなる傾向が見られる」という調査結果を踏まえ、地域住民に外国人の「認知」

をしてもらい「理解」を進めることによって、地域の受入れ態勢が進むという仮説の

もと実施した。 

 

 
3 出典：多文化共生意識に関する定量調査, パーソル総合研究所，2021.3, 調査結果「生活空間におけ

る在留外国人への排外意識」 
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① 外国人材の地域での認知向上支援 

前述の仮説の下、外国人材が来日した際は必ず、住まいや職場のある地域の方々

への挨拶を行うなど、認知度向上の施策を取り入れた。さらに、市役所や村役場へ

の表敬訪問や本事業の取組みを地元メディアや市町村広報誌などで取り上げてもら

い、外国人材の認知度の向上に努めた。実施内容は以下のとおり。 

 

 

② 定着イベント実施地域選定 

本事業で外国人材を受入れた市町村は５道県で 84 市町村となった。自治体の外

国人材の支援体制と当該地域での定着イベントの実施可否の確認をするため、モデ

ル地域の市町村すべてに聞き取りを実施し、モデル地域の道県庁が本事業への参画

の意思を示した市町村から以下のとおり選定した。 

  

北海道 群馬県 福井県 岐阜県 鹿児島県 

旭川市 沼田市 福井市 下呂市 垂水市 

苫小牧市 片品村 鯖江市 各務原市 さつま町 

 

③ 地域の受入計画の策定支援 

全地域を対象にした「地域定着施策マトリックスの作成」と上記②で選定した 10

市町村を対象にした「地域定着施策課題分析」を実施した。詳細の内容は以下のと

おりである。 

 

・ 地域定着施策マトリックスの作成 

入国時の近隣への挨拶

本事業で入国した外国人材向け交通ルール講習の記事掲載（5/31北海道新聞、6/20北海道医療新聞掲載）

小樽市長表敬訪問

中札内村長表敬訪問

本事業の受入れ事例記事掲載（7/16十勝毎日新聞掲載）

苫小牧市長及び未来推進部表敬訪問(9/2北海道新聞、9/3読売新聞・苫小牧民報掲載)

本事業の受入れ事例記事掲載（9/16介護新聞掲載）

旭川市長表敬訪問(12/3北海道新聞掲載)

入国時の近隣への挨拶

片品村広報誌にて多文化共生の記事掲載（vol.1-6月号、vol.2-8月・9月号、vol.3-10月号）

本事業の受入れ企業の入社式の放映と記事掲載（7/26群馬テレビ放映・7/26上毛新聞朝刊掲載）

入国時の近隣への挨拶

本事業の定着イベント記事掲載（10/26広報さばえ掲載）

岐阜県 入国時の近隣への挨拶

入国時の近隣への挨拶

飲食料品製造業における特定技能受入れ県下第一号の記事掲載（6/16食品加工業界新聞掲載）

垂水市長表敬訪問(9/1市報たるみず9月号掲載)

外国人材紹介記事（8/1鹿児島市慈眼寺団地町内会会報誌掲載）

与論島の受入れ事例記事掲載（8/14南日本新聞掲載）

認知向上施策の事例

北海道 

群馬県

福井県

鹿児島県
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上記②で確認した外国人材支援に加え、国、道県、市町村レベルでの外国人

支援施策をまとめた定着支援マトリックスを作成し、道県庁、市町村、受入企

業に提供した。ヒアリングシート（図 14）と定着支援マトリックス（図 15）は

巻末資料として添付する。 

 

 

図 14：ヒアリングシート（抜粋） 

 

 

図 15：定着支援マトリックス（抜粋） 

 

・ 地域定着施策課題分析 

図 16で示すように対象市町村と現状の課題分析を共有し、地域定着施策の

「課題」と「施策」と「効果」を明確にし、同じ課題を持つ他の地域でも活用

できるようイベントを立案した。 
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図 16：地域定着施策の協議資料（抜粋） 

 

 

④ 外国人材と地域住民の異文化理解促進及び共同イベントの実施 

上記の自治体で、下記のとおり異文化理解促進のためのイベントを実施した。す

べてのイベントにおいて本事業で来日した外国人材に参加をしてもらい、地域住民

と外国人材の共同イベントとして進めた。 
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※参考：別添資料２「地方自治体向け事例集」 

 

（5） 連絡会議の開催、定着ノウハウの地域間の共有 

各モデル地域の取組状況や定着実績、課題等をモデル地域の関係者間で共有するた

めに、外部有識者、モデル地域（都道府県）、労働局、厚生労働省外国人雇用対策課

及び受託者を構成員とし、全国連絡会議を開催した。また、モデル地域内での取組状

況や定着実績、課題等を地域内の関係者間で共有し、外国人材の職場・地域定着に向

けた連絡体制を構築することを目的に地域連絡会議を開催した。開催状況はともに下

記表のとおりである。なお、各モデル地域の共有すべき好事例として参考資料を P72

に添付する。 

 
赤字は書面開催、※1 群馬県視察 

 

 

 

 

 

 

対象市町村 イベント概略 実施日程

旭川市 介護事業者向け 外国人材採用セミナー・座談会・体験相談会 2023年2月17日

苫小牧市 介護事業者向け 外国人材採用セミナー・座談会・体験相談会 2022年2月24日

沼田市
産業展示即売会の中で「音楽×交流」をテーマに地域外国人×地域住民と
の交流促進を実施

2022年10月9日

片品村
山間地域を対象に生活コミュニケーションに特化したオンライン日本語教
室の実施

2022年12月2日～21日

福井市
公民館で外国人材と地域住民との交流イベント「ペットボトルを活用した
イルミネーション作成」の実施

2022年11月12日、23日

鯖江市
市民主役エキスポというイベントで国際交流を目的とした多国籍カフェの
実施

2022年10月1日、10月2日

ボランティアによる日本語教室運営に向けた「日本語教育ボランティア養
成研修」の実施

2022年10月15日、10月22日、
11月5日、11月12日、11月19日

異文化交流の料理教室
中国人講師、ボランティア、外国人材によるハラルを考慮した餃子つくり

2023年1月22日

各務原市
異文化交流イベント「KIA フェスティバル2022」への参加
インドネシアブースの企画、準備、運営

2022年11月19日

さつま町求名地区
地域社会の構成員として、地域社会の活動へ参加
①地域清掃、②鬼火焚き（年始の行事）

①2022年12月4日
②2023年1月7日

さつま町宮之城屋地地区
地域社会の構成員として、地域社会の活動へ参加
①着付け教室、②グラウンドゴルフ大会、③町のX'masイルミネーション
飾りつけ

①2022年10月28日
②2022年10月30日

③2022年11月12日、26日

垂水市 地域住民との綱引き大会への参加 2022年11月19日

鹿児島県

北海道

群馬県

福井県

岐阜県
下呂市

北海道 10月27日 2月9日 5月6日 10月4日 4月2日 3月17日

群馬県 10月27日 3月24日 9月6日 3月16日 10月27日 3月27日

岐阜県 11月16日 3月23日 9月15日 3月28日 11月1日 3月3日

福井県 12月24日 3月24日 2月18日 3月18日 2月1日 3月5日

鹿児島県 11月11日 3月23日 11月12日 3月29日 9月7日 3月24日

全国連絡会議 10月27日 3月30日 10月15日 3月30日 1月30日※1 2月28日

令和2年 令和3年 令和4年
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また、令和４年度はモデル地域内の企業や地方自治体に、本事業で作成したマニュ

アルや事例集の紹介を含んだ成果報告セミナーを下記のとおり実施した。 

地域名 日程 主な対象者 

北海道 3月 17日 北海道庁関係各課/北海道振興局/地方自治体/北海道連

携会議構成員/本事業参加企業 

群馬県 3月 27日 群馬県庁関係各課 

福井県 3月 5日 福井県庁関係各課/ふくい多文化共生推進ネットワーク

 (国際交流協会、大学、高校、地方自治体) 

岐阜県 3月 3日 岐阜県庁関係各課/名古屋出入国在留管理局/公益財団

法人岐阜県国際交流センター/岐阜県中小企業総合人材

確保センター/岐阜県老人福祉施設協議会/岐阜県老人

保健施設協会/本事業参加企業 

鹿児島県 3月 24日 かごしま外国人材受入活躍推進会議構成員（業界団体、

監理組合・登録支援機関、地方自治体） 

 

3. 受入れから６か月後の定着結果 

受入れから６か月後の定着を指標として事業を実施し、定着率は 99.2%であった。退

職者は介護２名、飲食料品製造１名の３名であったが、転職ではなく帰国による退職で

あった。各モデル地域の定着率は以下のとおりである。 

定着率は高い数値を示しているが、定期面談等では退職を考えている相談や６か月経

過後に退職が決まった事例もあった。 

 

地域 入国数 
６か月以内 

退職人数 

６か月 

定着率 

北海道 125 名 0名 100% 

群馬県 48名 0名 100% 

福井県 23名 0名 100% 

岐阜県 73名 1名 98.6% 

鹿児島県 121 名 2名 98.3% 

合計 390 名 3名 99.2% 
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4. アンケートと面談結果 

受入企業と外国人材が感じている課題及び本事業の取組みの効果を把握することを目

的に、入国前と入国後６か月間にそれぞれに対してアンケート調査を実施した。アンケ

ートの質問項目は以下のとおりであり、アンケート手法は図 17に記載している。 

※なお、アンケート結果は令和５年３月 20日までに受入企業や外国人材から取得したも

のを元に集計した。 

図 17 

4.1. 入国時アンケート 

（1） 企業アンケート結果（グラフに個別の数字がないものは N=101） 

企業の基礎情報や本事業への応募理由、内定時点の外国人材採用の満足度など外国

人材が入国するまでのプロセスについての企業の意見を把握するために実施した。 

 

① 外国人採用経験 

外国人の採用経験有無の割合は、本事業では 50%ずつであった。 

 
図 18 

50%
50%

経験あり（これまで受け入れたことがある） 経験なし（今回が初めての受入れ）
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② 本事業への参加のきっかけ 

図 19、20から、周知に関しては道県庁からの周知効果が高く、参加の決め手も厚

生労働省の事業であることが最も高く、次に道県庁や労働局が参加しているからと

した回答が大きな割合を示しており、公的な機関の関与が本事業への参加に影響を

及ぼすことが確認された。その他では知人や他企業からの紹介、ネット検索という

回答が多かった。 

 

図 19 

 

図 20 

 

③ 処遇改善関連 

図 21 から、本事業ではすべての企業が日本人と同水準以上の賃金での外国人採

用となり、図 22から、８割近い企業が正社員と同じ待遇であるとの回答を得た。 

23%

2%

6%

8%

9%

13%

40%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

その他

事務局からの電話

労働局からの周知

金融機関からの案内

所属団体からの連絡

ダイレクトメール

道県庁からの周知

本事業に関心を持ったきっかけ

9%

3%

4%

12%

12%

18%

43%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

その他

人材の質・レベル感

受託企業を見て（パーソルキャリア株式会社）

費用面

定着支援

道県庁・労働局も参加しているため

厚生労働省の事業のため

本事業に参加した決め手
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また、図 23では、採用に際して処遇改善を行ったか質問したところ、「はい」の

回答は 42%であった。図 24、25 においては、図 23 の回答からさらに具体的な内容

を質問している。処遇改善を行ったとした企業（「はい」と回答した企業）では、

住居費の処遇改善が最も多くなっている。一方、処遇改善を行わなかった企業（「い

いえ」と回答した企業）では、「すでに十分な改善が行われていたため」と回答し

た企業が多かった。 

 

 
図 21 

 

図 22 

0%

0%

78%

13%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

日本人よりも低い水準

やや日本人よりも低い水準

日本人と同水準

やや日本人よりも高い水準

日本人よりも高い水準

本事業の外国人材の賃金と同職種の日本人を比較して、最も近いも

のをお選びください。

0%

0%

5%

17%

78%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

その他

派遣社員

アルバイト・パート

契約社員

正社員

採用した外国人材の待遇はどの日本人職員の待遇と近いですか？



26 

 

 

図 23 

図 24 

 

図 25 

 

 

42%

58%

本事業で採用の際に処遇改善を行いましたか？

はい いいえ

24%

40%

45%

57%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

給与（諸手当）

給与（基本給）

住居費

「はい」の場合、どのような点において処遇改善を行いましたか？

（複数回答：N=70）

0%

3%

53%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

待遇改善はできるがやらなかった

待遇改善の原資がない

既に必要十分な改善が行われていたため

「いいえ」の場合、処遇改善を行わなかった理由を教えてください

（N=57）
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④ 受入準備費用 

図 26、27 については、本事業で受入企業が支払った外国人材の住居準備（敷金、

礼金など）と生活準備（生活家電、調理道具、寝具など）費用である。住居準備費

用の中央値は８万円、生活準備費用の中央値は 10万円となっており、日本人採用で

は通常かからない費用が発生することが確認されている。 

ただし、１社あたりの受入人数には差があり、住居については、既存の社宅など

があるケースから新規で寮を建設するケースまであるとともに、とともに、生活準

備については家電の新規購入から既存のものを活用といったケースもあり、企業に

よってかかった費用に差があったため平均値ではなく中央値をとり、図 26、27のデ

ータは参考値として掲載する。 

図 26 

 

中央値：80,000 円 
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図 27 

 

 

本事業の求人票 172 名分（※同じ企業で複数名採用することがあるため内定人数

より求人票は少ない）に基づく処遇は以下の表のとおりとなる。 

  

給与 
住居手当 ※３ 

賞与 

支給率 

※４ 

月給 

※1 
基本給 

定額手当 ※２ 

支給率 平均 支給率 平均 

全体 169,416 152,676 66% 21,189 94% 17,667 75% 

北海道 171,626 154,260 56% 19,362 88% 18,305 60% 

群馬県 167,785 158,824 55% 15,482 69% 18,297 69% 

福井県 171,410 153,079 79% 24,292 100% 19,158 95% 

岐阜県 169,476 155,069 63% 22,886 97% 20,165 81% 

鹿児島県 167,667 146,065 78% 22,751 92% 14,446 80% 

※１：月給=基本給+定額手当。住居手当は含まない。定額に含まれる固定以外の残業、 

夜勤代は含まれない。 

※２：定額手当は夜勤手当、処遇改善手当など、毎月固定で月給以外に支給される手 

当。平均は支給されている企業のみを対象として計算している。 

※３：住居手当の平均は支給されている企業のみを対象として計算している。 

※４：賞与は支給条件や計算方法が明確でないものも多いため平均は計算していない。 

 

中央値：100,000 円 
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⑤ 採用人材の満足度 

図 28から、入国時点での企業の満足度は「そう思う」、「ややそう思う」を合わ

せて 86%と高い評価となっていることが確認される。図 29においては、受入経験有

無別となっているが、「そう思う」、「ややそう思う」の合計は同水準となってい

る。図 30 から、採用の際に重視した評価ポイントは「働く意欲」、「日本語力」、

「人間性・性格」の上位３つが４位以下と大きく差をつけた。「専門性」は「職歴」

が 3%で「学歴」が 0%となっており、採用の際にあまり参考にされていない。 

また、図 31 から、外国人材採用経験ありの企業は「日本語力」を重視する一方、

採用経験のない企業は「人間性・性格」を重視する傾向がでている。図 32から、日

本語レベルに関しては、79%の企業が「満足」か「どちらかといえば満足」と回答し

ている。 

 

図 28 

0%

0%

14%

52%

34%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

そう思わない

あまりそう思わない

どちらでもない

ややそう思う

そう思う

本事業で優秀な人材が採用できたと感じていますか？
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図 29 

 

 

図 30 
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5%

26%

29%

35%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

その他

専門性（学歴）

日本人とは異なるバックグラウンド

既存社員との相性

専門性（職歴）

日本での就業・生活経験

人間性・性格

日本語力

働く意欲

採用の際に評価・重視するポイントとして最も当てはまるもの

22%

62%

16%

0%

0%

45%

43%

12%

0%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

そう思う

ややそう思う

どちらでもない

あまりそう思わない

そう思わない

本事業で優秀な人が採用できたと感じていますか？

（外国人材雇用経験の有無で比較）

経験あり 経験なし
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図 31 

 

 
図 32 

 

 

 

29%

50%

13%

7%

1%

採用した外国人材の日本語レベルに満足していますか？

満足 どちらかといえば満足 どちらでもない どちらかといえば不満 不満

40%

0%

4%

6%

16%

34%

0%

0%

0%

18%

0%

2%

4%

35%

35%

4%

0%

2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

日本語力

専門性（学歴）

専門性（職歴）

日本での就業・生活経験

人間性・性格

働く意欲

既存社員との相性

日本人とは異なるバックグラウンド

その他

採用の際に評価・重視するポイントとして最もあてはまるもの

外国人雇用経験の有無で比較

経験あり 経験なし
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⑥ 定着支援の取組みについての満足度 

図 33～36においては、入国までの定着支援の取組みについては「満足」、「どち

らかといえば満足」を合わせてどれも 80%を超えており、「支援があることにより、

安心して受け入れることができた」という声が多かった。一方、「不満」、「どち

らかといえば不満」についての意見では、「すでに外国人材の受入れが長く、既知

の情報であった」というものが多かった。 

異文化理解研修は「満足」の割合が他の定着支援の取組みより 20%以上高く、外

国人材を受入れる企業にとってニーズの高い内容であったことが示唆される。「文

化の違いを改めて考え直す機会となり、理解が深まった」といった意見のほか、「他

社事例の紹介を加えてほしい」という要望もあった。 

図 33 

図 34 

73%

20%

6%

1% 0%

異文化理解研修に満足されていますか？（N=149）

満足 どちらかといえば満足 どちらでもない どちらかといえば不満 不満

48%

35%

12%

2%
4%

内定者との定期面談に満足されていますか？

満足 どちらかといえば満足 どちらでもない どちらかといえば不満 不満
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図 35 

図 36 

 

（2） 外国人材アンケート結果（グラフに個別の数字がないものは N=380） 

外国人材の基礎情報や企業の選択理由、内定時の処遇の満足度など外国人材が入国

するまでのプロセスについての意見を把握するために実施した。 

 

① 人材属性 

図 37 から、年齢構成は以下のとおりであった。図 38 から、本事業は海外からの

試験合格者を対象にして募集を実施したが、これまで来日経験の無い人材が 60%を

占め、残りの大部分が過去に技能実習で来日経験のある人材であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

47%

37%

11%

2% 4%

定着計画策定ミーティングに満足されていますか？

満足 どちらかといえば満足 どちらでもない どちらかといえば不満 不満

51%
33%

8%

5% 3%

入社までの受入体制作りに関するサポート全般に満足していますか？

満足 どちらかといえば満足 どちらでもない どちらかといえば不満 不満
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図 37 

図 38 

 

 

② 採用プロセス関連 

図 39から、外国人材が入社を決めるにあたって重要視した点は給与、次いで生活

環境が多くなっている。図 40、41においては、国籍別や日本での就業経験別で記載

している。 

図 42 から、企業選定のための情報源は求人票と面接を参考にしているケースが

多く、日本での就業経験がある人材は求人票を、本事業で初めて来日する人材は面

接を重要視する傾向が出ている（図 44）。なお、図 43 は国籍別での比較となって

いる。 

 

34%
39%

20%

6%

0%
0%

10%

20%

30%

40%

50%

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40歳以上

年齢

60%

2%

38%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

一度も日本に行ったことはない

旅行・観光で訪れた

仕事で来日し、居住したことあり

来日経験
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図 39 

2%

6%

8%

26%

39%

40%

46%

48%

49%

64%

65%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

外国人材の先輩・同僚の有無

同じ国の先輩・同僚の有無

通勤・交通の便

面接の印象

採用決定のスピード

キャリア支援など成長支援の有無

職場の場所

勤務条件

生活環境

給与

入社を決めるにあたって、重要視したこと

（複数回答：N=1,493）
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図 40 

図 41 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(1)給与

(2)採用決定のスピード

(3)生活環境

(4)勤務条件

(5)面接の印象

(6)職場の場所

(7)通勤・交通の便

(8)同じ国の先輩・同僚の有無

(9)外国人材の先輩・同僚の有無

(10)キャリア支援など成長支援の有無

(11)その他（自由回答）

入社を決めるにあたって重要視したこと

（日本での就業経験の有無による比較）

経験あり 経験なし

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(1)給与

(2)採用決定のスピード

(3)生活環境

(4)勤務条件

(5)面接の印象

(6)職場の場所

(7)通勤・交通の便

(8)同じ国の先輩・同僚の有無

(9)外国人材の先輩・同僚の有無

(10)キャリア支援など成長支援の有無

(11)その他（自由回答）

入社を決めるにあたって重要視したこと

（国籍による比較）

インドネシア フィリピン ネパール
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図 42 

図 43 

図 44 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(1)事業紹介Webサイト

(2)道県のPR動画

(3)求人票

(4)面接時の質疑応答

(5)面談後の補足説明資料

(6)その他

入社先を選ぶにあたって参考になった情報

（国籍による比較）

インドネシア フィリピン ネパール

5%

22%

37%

41%

56%

62%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

道県のPR動画

面談後の補足説明資料

事業紹介Webサイト

面接時の質疑応答

求人票

入社先を選ぶにあたって参考になった情報

（複数回答：N=844）
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(1)事業紹介Webサイト

(2)道県のPR動画

(3)求人票

(4)面接時の質疑応答
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入社先を選ぶにあたって参考になった情報

（日本での就業経験の有無による比較）

経験あり 経験なし
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また、内定承諾前に不足のあった情報では、日本での住居などの周辺情報がトッ

プとなっており（図 45）、入社までに受けたかったサポートは日本語の勉強がトッ

プとなっている（図 49）。 

さらに、図 46と図 47において、内定合意の条件面や企業との定期面談ではそれ

ぞれ「満足」「どちらかといえば満足」が合計 93%となっており、内定先の企業や地

域の理解度も合計 92%と高い結果となった（図 48）。 

 

図 45 

図 46 

63%

30%

5%

2% 0%

内定合意に至った条件面に満足していますか？

満足 どちらかといえば満足 どちらでもない どちらかといえば不満 不満

3%

35%

36%

37%

40%

40%

53%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

自分が住む都道府県の情報

不足していた情報は特にない

企業情報

住居についての情報

求人情報

自分の住居の周辺情報

内定承諾までに不足のあった情報

（複数回答：N=925）
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図 47 

 

図 48 
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23%

5%

1% 1%

内定後の企業との定期面談に満足していますか？

満足 どちらかといえば満足 どちらでもない どちらかといえば不満 不満

29%

53%

14%

2% 0%

日本で働くにあたり、内定先の地域や企業について十分に理解する

ことはできましたか？

そう思う ややそう思う どちらでもない あまりそう思わない そう思わない
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図 49 

③ 地域での交流意向関連 

図 50から、外国人材の 94%が地域の日本人との交流を望んでいる。 

図 51から、外国人材が参加したい交流イベントの種類では、お祭り等のイベント

に次いで、日本のマナーや地域のルールを学べる研修が２番目に高い割合を示して

おり、日本の生活を知るための交流にもニーズがある。  

図 50 
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19%

26%

37%

40%

42%

44%

54%

60%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

不足していた情報・サービスは特にない

仕事内容のレクチャー

自分が住む都道府県の情報

企業とのコミュニケーション

住居についての情報

企業情報

自分の住居の周辺情報

日本語の勉強のサポート

入社までにもっと欲しかった情報・受けたかったサポート

（複数回答：N=1,227）
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5%

1%

近くの地域に住んでいる日本人と交流したいですか

はい どちらともいえない いいえ
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図 51 

 

4.2. 入国後定期アンケート 

（1） 企業アンケート結果 

受入企業の外国人材への困りごとと、その変化を把握するために、入社後１か月経

過後から毎月、計５回実施した。※N数は以下のとおり。１つの企業が県内の複数の異

なる施設で採用しているケースがあるため、施設ごとにアンケートを取得している。 
 

1か月目 2か月目 3か月目 4か月目 5か月目 

北海道 33 35 36 32 38 

群馬県 21 21 21 22 19 

福井県 14 14 14 14 13 

岐阜県 29 29 29 29 28 

鹿児島県 47 49 49 50 45 

合計 144 148 149 147 143 

 

図 52では、「職場で困っていること」として、「特になし」の割合が入社１か月目

に 31%、５か月目には 43%と最も多くなっている。入社初期では「日本語理解レベル」、

「コミュニケーション」が高い割合を示しているが、時間の経過とともにその割合が

低下している。一方で「業務理解レベル」は、５か月の期間内で割合はあまり低下し

ていない。 

 

また、図 53は、外国人材を採用後に外国人材のスキルや職場の状況が前月より改善

されているかを確認したアンケート結果である。外国人材のスキル（日本語、業務）

3%

35%

41%

48%

63%

71%

0% 20% 40% 60% 80%

その他

自分の国について紹介したい

一緒にボランティア活動をしたい

一緒に食事など気軽に交流したい

日本のマナーや地域のルールについて学べる研修

お祭り等のイベント

どのような交流イベントに参加したいですか

（複数回答：N=991）
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や職場の人間関係では 70%以上の企業が前月から改善したと回答する一方で、外国人

材が来たことにより「日本人従業員の不満、負担」が改善されたと回答した割合は比

較的少ない。外国人材採用による教育や指導により、一時的に負荷が増えたという声

も企業の面談でも聞かれており、短期的に日本人従業員の業務負荷軽減が感じにくい

ケースがあるためと推測される。 

 

図 52 
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図 53 

 

（2） 外国人材アンケート結果 

外国人材の職場と生活への困りごとと、その変化を把握するため、入社後１か月経

過後から毎月、計５回実施した。※N数は以下の通り 
 

1か月目 2か月目 3か月目 4か月目 5か月目 

北海道 125 104 102 107 96 

群馬県 48 48 48 48 44 

福井県 24 24 24 24 24 

岐阜県 73 73 73 73 72 

鹿児島県 118 118 117 117 113 

合計 388 367 364 369 349 

 

図 54 では、モデル地域全体での職場で困っている項目の割合変化を示している。

「キャリアアップする方法が知りたい」と「もっと仕事のトレーニングをしたい」が

上位２項目となり、外国人材のキャリア形成への強い関心が読み取れる。この結果を

受けて、本事業ではキャリア形成のための情報提供（例：介護福祉士取得のために必

要なステップとスケジュール、各企業でのキャリアプランの説明）を進め、この二つ

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

外国人材の採用によって、前月と比較して改善された項目の割合

※コミュニケーションスキル（利用者）は介護のみ対象

2か月目 3か月目 4か月目 5か月目
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の割合は時間経過とともに低下していった。 

 

一方で３番目に割合の多い「働くとき、日本語がわからなくて困っている」につい

てだが、上記の２つほどは割合が低下せず地域によっては４か月目以降に上昇するケ

ースもある（図 56）。これは受入企業と外国人材への聞き取りから、一定期間を過ぎ

ると外国人材の日本語の上達とともに、日本人従業員の日本語のスピードや使用単語

の難易度の配慮が少なくなり、周囲の日本人が使う日本語が、いわゆる「やさしい日

本語」から「通常の日本語」となり、理解が難しくなったために起きていると推測さ

れる。 

 

図 54 
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図 60からは、生活面で困っている項目の割合変化を示している。「暑い・寒いなど

の気候」と「バスや電車の乗り方」が上位２項目となるが、地域差が大きく出ており、

気候は北海道と岐阜県で高い結果であった（図 61、63）。また、北海道以外は「バス

や電車の乗り方」を困っているとした回答が１位となっており（図 62、63、64、65）、

交通機関の活用は買い物や余暇などにも直結しているため、定期面談でも乗り方研修

をやってほしいとの声が出ていた。 
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「人間関係」については、コミュニケーションがとりづらいといった職場の上司・先輩

に関する相談が多い。また、住居を他の外国人材とシェアするケースがあり、その同居人

とのトラブルなどの相談も多い。 

 

「文化の違い」の割合は少ないものの、信仰を持つ外国人材にとって、精神的負荷の大

きいものについては、本事業では聞き取り後すぐに企業への改善を依頼し対応を行った。 

 

相談項目 
割合 

N=533 
主な相談項目 

生活関係 39% 住居、交通機関、気温、全体的な不便さ 

就業関係 31% キャリアアップ、就労環境、シフト・休日、退職相談 

人間関係 12% 職場の上司・先輩、同居人との人間関係 

病気・けが 6% 病気やけがの際の病院の行き方、薬の入手方法 

文化の違い 4% 礼拝、食事、服装 

日本語関係 3% 勉強方法、資格試験の受け方 

その他 5%   
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4.4. 入社後６か月アンケート 

（1） 企業アンケート結果  

入社６か月経過後の受入企業の所感と課題を把握するためにアンケートを実施した。 

※N数は以下のとおり 

北海道 34 

群馬県 13 

福井県 14 

岐阜県 25 

鹿児島県 38 

合計 124 

 

① 外国人材の受入環境について 

図 66を見ると、６か月経過時点では、「教育担当者の配置」が 90%の企業で実施

され、「定期面談の実施」の割合が 74%である。また、図 67では、61%の企業が日本

語の学習機会を提供している。なお、企業からの聞き取りでは、費用負担の問題や

地域に通わせることができる日本語教育の場が確保できないといった声が挙がって

いた。図 68 では、70%の企業が、技術や経験年数に応じたキャリアステップを整備

していた。 

図 66 

図 67 
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図 68 

 

外国人材の受入れの評価について、図 69 から、「期待を上回る」、「やや期待を上

回る」と回答した企業は合計 63%となっており、「期待通り」の回答と合わせると 90%

の受入企業が外国人材の活躍が期待以上だったことが確認された。さらに、図 70にお

いて、98%の企業が日本人従業員の外国人材と働くことに対する理解があるという結果

となった。 

また、図 71 では、85%の企業が今後の外国人材採用の継続意思を示しており、多く

の企業で人材確保の手段のひとつとして認識されたことが示唆される。 
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② 入社後のサポートの満足度 

図 72から、入社後から入国後６か月までのサポートの満足度は「そう思う」、「や

やそう思う」を合わせて 84%となり、本事業の支援内容が受入企業にとって、満足

度の高いものであったことが確認された。 

 

図 72 

 

③ 外国人材採用で行政に支援してほしいもの 

図 73 は外国人材採用にあたり行政に支援してほしいものの結果である。日本人

採用ではかからない住宅準備や日本語教育採用費用の支援など、コスト関連の支援

が行政への支援希望の上位にきている。コスト以外では日本語教育支援や外国人材

の資格取得の支援が多い結果となる。 
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図 73 

 

（2） 外国人材アンケート結果 

入社６か月経過後の外国人材の所感と課題を把握するためにアンケートを実施した。 

※N数は以下のとおり 

北海道 122 

群馬県 22 

福井県 24 

岐阜県 65 

鹿児島県 98 

合計 331 

 

① 職場環境について 

図 74 は職場で外国人材に対して提供されているサポートについての結果である。

「同僚とコミュニケーションの機会」は 85%がサポートを受けていると回答してい

る。他方、図 75にある「職場のコミュニケーションが十分であるかどうかは、「そ

う思う」、「ややそう思う」と回答している割合はあわせて 84%となった。これらの

結果から、企業の定着支援の方針（2(3)）で挙げていた「外国人材と日本人従業員

の関係の構築」に必要な職場のコミュニケーションは多くの企業で実践されている

と考えられる。 
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図 74 

図 75 

 

② 語学訓練について 

図 76は継続した語学訓練についての結果である。「はい」の割合は 52％であり、

図 67の企業側の認識とのギャップが見られる。これについては、例えば、企業側が

外国人材に日々の業務を日本語で記録する日報の作成とその添削を日本語訓練と位

置付けている一方、外国人材側がそれを通常の業務と認識しているというケースも

確認されている。 

図 76 
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図 77 は、評価制度や目標設定がキャリア支援の効果的ツールになっているかの

アンケート結果である。図 54 で述べたように外国人材が就業開始後もキャリアア

ップについて強い関心があることが確認されたため、本事業では評価制度や目標シ

ートの雛形（巻末参考資料）を受入企業に提供した。これについては、図 77のとお

り、66%の外国人材が「そう思う」「ややそう思う」と回答しており、効果的なツー

ルとなっていると確認された。 

図 77 

 

④ 職場の満足度について 

図 78 は会社（職場）全体についての満足度、図 79はこの会社（職場）にずっと

勤めていたいと思うか、図 80 は給料・報酬の満足度に関するアンケート結果であ

る。 

会社（職場）への満足度は、「満足」・「どちらかといえば満足」と回答した外

国人材が 73%、継続就業については「あてはまる」・「ややあてはまる」が 75%、給

料・報酬の満足度は「かなり良い」・「良い」が 31%となっている。内定時の就業条

件に対する調査（図 46）では 93%が「どちらかといえば満足」以上と回答している

ことから、これらを比較すると、入社後に給料・報酬の満足度が下落したことを示

す結果であった。 

 

図 78 
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図 79 

図 80 

 

⑤ 職場の人間関係について 

図 81 は職場の同僚との人間関係、図 82は上司との人間関係のアンケート結果で

ある。「かなり良い」、「良い」が同僚との人間関係では 60%、上司との人間関係で

は 61%となっているが、定期面談では、人間関係の相談や、職場の人間関係の相談

を職場でするのは難しいといった声が寄せられている。 

 

図 81 
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図 82 

 

⑥ サポートの満足度について 

図 83について、本事業における外国人材へのサポート全般の満足度は、「満足」

「どちらといえば満足」を合わせると 89%であった。 

図 83 
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5. 本事業を踏まえた教訓・提言 

以下のとおり、本事業から見えた教訓・提言をまとめる。なお、本事業は特定技能外国

人を対象とした事業であり、以下の内容は主に特定技能外国人の受入れ・定着に関する

ものであるが、教訓や提言については「技人国」や技能実習など他の在留資格にも一部当

てはまることから、他の在留資格の外国人材を受入れる企業においても参考となるもの

である。 

 

① 企業募集 

本事業では、受託者からのダイレクトメールを経由して事前セミナーに申し込む割

合は約１%、事前セミナー参加後に本事業に申し込む割合は約 20%であり、人手不足に

も関わらず外国人採用に踏み切れない企業が多い。本事業で応募まで踏み切らなかっ

た企業への聞き取りでは、申し込まない理由としては外国人材に関する漠然とした不

安感や費用を挙げたものが多かった。このような漠然とした不安感を払しょくするの

が、信頼できる情報であり、アンケート結果にもあるように、本事業が厚生労働省や

道県庁の事業であることが、応募した理由のうち 61%（図 20）となっている。企業が

外国人材採用に踏み切るためには、漠然とした不安感を解消するような信頼できる情

報の提供が重要であることが示唆される。 

 

② 外国人材受入れコストの負担 

新型コロナウイルス感染症の影響により人材需要が縮小したため、本事業の開始後

の令和２年 12月時点では外国人材の候補者の母集団は、受入希望企業の数に比べ十分

に大きく、求人の充足は比較的容易だったが、外国人材の受入れには国内労働市場で

は見られないコストがかかっている。例えば、本事業のフィリピンでの外国人材の育

成から送り出しまでの費用は、日本語と技能試験の合格までの育成費用は１名当たり

30 万円、現地人材会社の送出費用は、１名当たり 20万円、在留資格など申請代行は、

１名当たり 10万円程度となっている。 

 

   本事業では、こうした費用については外国人材が負担することなく実施したが、送出

国の制度を見ると、フィリピンのように、外国人材からの費用徴収を法律で禁じている

国もあれば、上限額を定めて徴収を認める国もある。また、法律で定められた額を超え

た負担を外国人材が負っている国の事例もある。国際的な労働移動に当たっては、情報

の非対称性から、その仲介をする者の存在が不可欠であるが、この仲介機能のためのコ

スト負担を適正なものとするために、送出国政府による悪質送出機関への対応、各国法

令の遵守や透明化を通じた費用の縮減が必要である。 

 

   また、特定技能のように、一旦入国すれば転職が認められる在留資格の外国人材を受
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け入れる場合、渡航費を含めた国際労働移動のコストを負担する最初の受入企業と日

本国内で就労している外国人材を受け入れる企業との間でのコスト負担の差も課題で

ある。 

 

例えば、本事業の面談において、外国人材が SNS 経由の国内ブローカーによる違法

な転職あっせんを受けている可能性が疑われる例があった。国内ブローカー対策とし

ては、例えば、転職時の地方出入国在留管理局における在留資格変更申請時に適正な

人材紹介であるかを確認し、違法ブローカーの介在を防ぐことが効果的である。この

ために、地方出入国在留管理局と都道府県労働局との間の情報共有も有効と思われる。

また、後述の転職の懸念への対応とも共通するが、外国人材が長期定着を望むような

環境整備が有効と考えられる。長期勤続に伴うボーナスや退職金規程の整備等、定着

に対してインセンティブとして機能する仕組みの導入を検討することも考えられる。

この他、北海道せたな町では、外国人も利用できる介護事業に従事する人材の UIター

ンの長期定着助成金を実施しており、本事業で就業を開始した外国人材も対象となっ

ている。 

 

③ 外国人材の採用・育成 

アンケート結果にもあるように企業の人材の採用理由は「働く意欲」、「日本語力」、

「人間性・性格」の３点で 90%を超えており、専門性は３%しかない（図 30）。これは、

本事業で多く受入れた介護分野においては、多くの日本人従業員は未経験者であり、

職場での OJT で技術を身につけるケースが多く、外国人材の採用でも人間性や日本語

力が重視され、専門性は問わないケースが多くなったと考えられる。採用において人

間性などが重視される状況を踏まえると、マッチングにおいても、本事業のように面

接ガイダンスを行うなど、企業が外国人材の適性を判断できるような支援が重要だと

考えられる。 

 

採用の際に「専門性」を語学や人間性より重視していない企業が多いのは、日本へ

の就労希望者の育成戦略を作るうえで示唆が大きい。各産業にもよるが、特定技能で

技能試験に合格するためには多くのコストと一定の期間が必要である。企業側のニー

ズと技能試験の難易度は検討の余地があると考えられる。 

 

 他方、外国人材からは、キャリア形成についての関心が強いことがうかがわれた。

企業への定着、特定技能２号や他の在留資格への移行を見据えた長期的なキャリアの

見える化の必要性を示唆するものと言える。 

 

④ 外国人材の処遇に関する企業の姿勢の在り方 
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本事業では最終的にすべての外国人材の処遇が求人ベースで日本人と同等以上とな

った（図 21）。しかし、企業によっては、当初、特定技能では日本人が従事する場合

の報酬額と同等（以下単に「同等報酬」という。）以上という入管法令上の要件がある

ことを伝えても、日本人より低い給与提示や登録支援機関への委託費用を外国人材の

給与から不正に控除して徴収しようとする企業もあった。 

 

同等報酬を払うことに抵抗を示す理由は二つあると考えられる。一つ目は外国人材

への偏見である。「日本人より働かない」、「日本語ができないから低くて当然」など

根拠のない偏見で同等報酬の支払いに難色を示すケースがある。実際に就業した後は、

92%以上が外国人材の活躍が想定以上と回答（図 69）しており、受入れた後は懸念がな

くなるものの、特に外国人材採用が未経験の企業の場合、受入れ前は処遇改善に懸念

を示すケースが多い。 

 

二つ目は、外国人材採用にかかるコストである。アンケート結果（図 26、27）にあ

るように、上記２で述べた人材紹介費用以外の住居・生活準備費用が別途かかってい

る。さらに本事業では人材紹介費用、航空券、水際対策の入国後待機ホテル費用など、

総額で 100 万円近い費用負担を企業がしているケースも多い。さらに日本人にはない

月々の登録支援機関への委託費用の支払いもあり、これら費用を回収するために外国

人材の処遇低下や不当な控除を検討してしまう例もあった。 

 

前者の偏見については本事業で実施したセミナーや、本事業などで外国人材採用を

した企業の満足度の高い受入れの好事例が地域に広まることにより、長期的には改善

が期待できると考える。一方で後者の費用負担については「②外国人材受入れコスト

の負担」でも述べたように海外からの最初の採用企業に負担が集中することから、上

記②で述べた、外国人材に対する長期定着のインセンティブの仕組みなど、費用負担

の仕組みと処遇改善を関連させて検討する必要がある。さらに、外国人材の受入れに

ついては、日本人を採用した場合とは異なり、明示又は黙示の相当程度のコストがか

かることを基本的に認識した上で、そうしたコストと得られる利益やメリットなどの

リターンの比較を十分にした上で、受入れの判断を行うべきである。 

 

⑤ キャリアパス 

本事業の就業前、就業開始後の両時点の外国人材へのアンケート結果（就業前図 39、

就業開始後図 54）から、外国人材はキャリアアップや技能形成に強い関心があること

が明確である。しかし、外国人材が望むキャリア形成は業界や受入企業がその仕組み

を持っていないと、キャリアの形成支援ができない。特に産業として、キャリアパス

が示されず、見通しを持つことが困難なため、キャリア形成しづらい分野があり、本



64 

 

事業でいえば飲食料品製造や農業がそれにあたる。 

 

一方、介護は将来的に介護福祉士を取得することにより、能力、知識向上の可視化

とそれに伴う処遇改善が明確である。現状の介護福祉士試験の難易度や合格率につい

て、課題はあるが、明確な目標設定ができることにより、企業、外国人材ともに中長

期のビジョンを持ちながらキャリア構築をすることができる。実際、本事業の受入企

業においても、長期的にこうした資格取得等を促していく姿勢が見られた。しかし、

飲食料品製造業、農業においては、分野全体を横断するような資格制度がなく、技能

実習、特定技能とも多くの受入企業で長期就業でも業務内容や処遇が変わることが少

ない。このため、転職で給与を上げるしかなく、地方での定着を難しくしている。 

 

さらに、キャリア構築できない構造的な問題として在留期限がある。本事業を通し

て外国人材から要望の多いキャリアアップについて企業と協議をすると、在留期限で

いずれ母国に帰ってしまう人材の育成に積極的になれないという声も確認された。 

 

産業構造をすぐに変えることは難しいが、各産業分野において、外国人材のキャリ

アパスの見通しを構築することや企業内で適切な評価制度とキャリアパスを構築する

ことは業界や企業自身の努力で実施できる方策である。産業政策として、外国人材受

入企業のために、このような制度の構築支援を行うことは定着への効果が期待できる

と考えられる。特に、特定技能２号の対象となる分野においては、特定技能２号の在

留資格取得に向けて、特定技能１号の人材についても人材育成が重要になってくると

思われる。 

 

⑥ 転職 

本事業で 100 社以上へ外国人材の定着支援をした結果、マニュアルの整備や教育担

当者の配置など外国人材向けの支援の取組が日本人の就労環境改善にもつながったと

の声が寄せられた。本事業では、受入れから６か月後までの間の離職率は 0.8％であ

り、新卒の半年離職率（10.8％4）などより相当程度低い状況である。このことから、

外国人材の転職を防ぐための就労環境の改善は日本人の定着にもつながることが想定

され、企業の人材確保能力全体に寄与すると考えられる。 

 

一方で、転職を防ぐための改善を企業がしても、地方では都市部との給与格差によ

って離職が起き、人手不足が解消されない懸念が残る。内定時には不満が少なかった

処遇が入国６か月後には満足度が低下しており、定期面談でも転職懸念につながる相

 
4 出典 リクルートワークス研究所,2020.8,データから見る高校卒就職の課題と展望 

https://www.works-i.com/project/koukousotsu/first/detail004.html 
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談がでている（P52 表、図 80）。そのために長期勤務を促すボーナスや退職金といっ

た金銭面の処遇改善のみならず、キャリア形成支援や生活面での支援など多様な取組

が必要であり、産業政策の視点が重要である。 

 

⑦ 登録支援機関 

特定技能については、登録支援機関が受入企業からの受託に基づき、外国人材に対

して定められた支援メニュー等を行うこととされている。試験ルートで来日した本事

業の外国人材の中で、元技能実習生のような日本の文化・雇用慣行等を理解している

者以外については、一定の日本語能力があるとは言え、入国の支援、役所手続の同行、

住居確保等について重要な役割を果たしていると考えている。なお、本事業において

は、参加事業所のうち 98％（130社中 127 社）が登録支援機関を利用している。 

 

一方で、登録支援機関の費用を負担しているのは、委託している受入企業である。

このため、登録支援機関は企業の要望を重視する傾向が強くなり、外国人材の支援が

企業の要望に劣後してしまう。本事業で、企業側に対して外国人材の処遇改善や法令

遵守のための取組を働きかけても、企業の事情を優先してほしいと主張されるなど、

企業から理解を得るのが難しいケースがあった。 

 

さらに、本事業においては、企業が外国人材の定着支援を登録支援機関の役割とし

て捉え、定着支援への積極的な関与を逡巡するといったケースもみられた。登録支援

機関は外国人材支援において重要な役割を果たしてきたが、一方で、自社の外国人材

への企業の主体的な姿勢を削ぐという副作用も懸念される。日本人従業員であれば、

何かあれば直接従業員から話を聞き、問題を解決するという通常のプロセスを、外国

人材の場合には、登録支援機関のような外部団体が担うことにより、自社の外国人材

との適切な関係性を構築できず、結果的に外国人材の問題も正確に把握することがで

きなくなってしまう可能性がある。また、外国人材を長年活用しても自社内にノウハ

ウが生まれず、外部依存を継続させてしまう可能性もあると考えられる。このため、

外国人材の雇用労務管理を自社内で責任を持って行う担当者の育成が重要になってく

ると考えられる。 

 

このように登録支援機関は、現在は企業の定着支援業務を肩代わりする存在となっ

ているが、受入企業が日本人と同様に人材管理の一義的な責任を負い、自立して外国

人材の受入れができるようにすることを目指すべきである。そのために監理団体や登

録支援機関は、定着支援の単なる委託先ではなく、第三者的な位置づけから、企業の

受入状況を監視監督するとともに、企業の受入能力向上を目的としたアドバイザーと

しての性質を兼ねることも重要ではないかと考えられる。 
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図 84：登録支援機関の位置づけの変更概念図 

 

⑧ 外国人材の保護 

本事業では２か月に１回、外国人材への定期的な面談を実施した。面談では、企業

に直接相談すると自分（外国人材本人）の立場が悪くなる可能性があると考え、職場

の上司など企業へ正直に話せていないケースもあった。通常の特定技能の受入れでは、

このように企業に相談できない場合、こうした相談を受ける役割を登録支援機関が担

うことになる。一方で、企業が登録支援機関の費用を負担しているため、外国人材よ

り企業を優先する構造的な問題が起きやすい。本事業の対象企業ではないが、モデル

地域のある地方自治体から、登録支援機関に相談しても対応してもらえない外国人材

について支援の相談が寄せられたことがあった。 

 

また、企業や登録支援機関に相談できないケースでも活用できる他の外国人材の公

的な相談窓口として、地域の一元的相談窓口やワンストップセンターなどがあるが、

本事業で受入れた外国人材では、それらの窓口へは相談せずに母国語の SNS を通じた

コミュニティに頼るケースが定期面談で確認された。中には、違法と思われるアドバ

イス（例：違法な就業あっせん）で、問題の悪化につながるケースもあった。 

 

外国人材が処遇や職場の人間関係、プライベートの問題（病気や妊娠のこと）など

を、職場や登録支援機関の日本人に相談することが難しい場合に、地域ごとに同じ出

身国人のネットワークや、一定の知識を有したコミュニティリーダーを配置し、気軽

に、そして適切な情報が確保できる仕組みも有効である。福井県では「ふくい外国人

コミュニティリーダー 」という仕組みを実施しており、他の地域でも展開が可能な仕

組みである。また現在では、様々な公的機関において、通訳の配置など多言語対応が

進められているところではあるが、閉庁時間の緊急時等においては、相談する手段と

して、外国人材は電話番号がない格安 SIM しか持たない者も多く、ワンストップセン

ターなどへの電話はハードルが高い。本事業で来日した外国人材も SNS から情報を取

得しているケースが多く、外国人材が使用している SNS で気軽に相談窓口へアクセス

できる仕組みも整備・普及する必要がある。 
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⑨ 日本語 

特定技能で試験によって就労資格を得るためには、各分野が求める技能試験以外に

日本語能力試験（JFT-Basic、JLPT N4以上）の合格が条件となっている。一方で日本

語能力の獲得には時間と費用がかかるため、受入れた企業の負担感を抑えるために、

外国人材が効率的に学び、早期に試験突破できるような体制の整備が必要である。 

 

また入国後においては、地方では日本語教育機関がなく、継続的な日本語教育が難

しいという課題も出ている（図 67）。このため、本事業では日本語教育経験のない地

域のボランティアへ日本語教師より日本語教授法を指導するとともに、オンラインに

よる日本語教育を実施して、効果測定を行った（別添資料２：岐阜県下呂市、群馬県

片品村）。どちらも都市部から離れた遠隔地であるが、コストを低くして日本語教育

を実施できた。特に下呂市では本事業を通じて、日本語ボランティアが中心となった

日本語サロンが始まり、日本語教育機関がない地域でも外国人材の学習機会を作るこ

とができた。このように本事業で実証した地方ならではの日本語教育支援の取組は他

の地域にも展開できると考えられる。 

 

⑩ 住居 

本事業の外国人材の受入れでは特に住居の確保が大きな課題となった。地方では車

通勤が前提となっているところが多く、職場まで徒歩・自転車通勤圏内で住居が見つ

けられないケースがあった。また外国人に住居は貸したくないという意向や、公営住

宅の空きはあるが、単身やルームシェアでは入居できないという地方自治体の規定の

ため、活用できない事例があった。資金に余裕のある受入企業は、住居を購入して対

応したケースがあったが、入国期限までに住居が見つけられず、外国人材の受入れを

断念するケースもあった。 

 

また、外国人材との定期面談の結果（P52 表）にあるとおり、受入れ後も住居に関す

る相談は多い。これは上記とも関連するが、住居の選択肢が十分に無かった結果とし

て、通勤に不便な場所であったり、古い住居しか提供することができなかったりした

ことが、外国人材の不満につながっているケースが多い。家賃補助や公営住宅の規定

の変更、空き住居の有効利用施策などの施策を地方自治体が講じることが望ましい。 

 

⑪ 交通機関 

本事業で外国人材が居住している地域では、公共交通機関が少なく、運転免許を持

たない外国人材からは買い物など日々の生活の困難さを相談してくるケースが多かっ

た（P52 表、図 60）。交通手段の選択肢が少ないため、受入企業が定期的に買い物の
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ために車で同行するなどして、短期的には不満は解消するが、交通の便の良い他の地

域で働いている同国の外国人材の話を聞き、転職意向が高まるケースが定期面談でも

複数確認されている。受入企業の支援のみでは、日々の生活範囲が限定される問題は

解決しないため、コミュニティバスの整備などの交通対策も今後地方自治体の施策と

して行うことが望ましい。 

 

また、入国当初には、公共交通機関の利用方法が分からなくて困るケースが多く、

入国時に地域ごとの公共交通機関の乗り方講座を実施することで外国人材のストレス

を軽減できると考えられる。また警察と連携した、外国人材への交通ルール講習も有

効であった。 

 

⑫ 地域住民との交流 

本事業では地域住民の交流と異文化理解促進を目的に各地域でイベントを実施した

（P18、別添資料２）。実施した交流イベントは大きく分けて以下の二つに分類するこ

とができる。 

 

大規模な地域のイベント 不特定多数の日本人や外国

人材がイベントを通じて異

文化を体験 

群馬県沼田市 

福井県鯖江市 

岐阜県各務原市 

小規模な地域のイベント 外国人材の居住地域周辺の

住民との直接的な交流によ

り、双方が顔を合わせ、互い

の文化を理解 

岐阜県下呂市 

福井県福井市 

鹿児島県垂水市/さつま町 

 

双方のイベントの実施で日本人、外国人材双方の満足度は高く、一定の効果は確認

されたが、その後の聞き取りや外国人材の状況を踏まえると、それぞれ効果には違い

があった。まず、大規模な地域イベントは、人口分布と比例して日本人の参加者が、

外国人材より多く、日本人が海外の文化に触れ、理解を深めるという効果が高いと考

えられるが、イベント後も継続するような日本人と外国人材の深い関係を作ることは

難しい。 

 

一方、小規模な地域イベントは、参加者が少ないため、地域住民と外国人材がより

深い関係性を築くことができる。その後の外国人材の生活でも、イベントで知り合っ

た地域住民に助けてもらえることが増えたとの回答を定期面談でも確認できている。 

 

外国人材を受け入れる自治体では、イベントの規模や内容によって、交流の広さや
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深さが異なることを認識し、目的を明確にしたうえで交流イベントを企画・実施する

ことが望ましい。 

 

⑬ 自治体の体制 

まず、都道府県については、本事業でも広域行政である都道府県庁による積極的な

関与が重要であった。外国人材の定着のためには企業の募集・採用段階では産業政策

関連の部署と介護や農業など各産業を担当する部署の関与が重要になり、入国後は多

文化共生担当の部署、住居など生活関連部署の関与も重要となる。しかし、本事業の

担当部署の積極的な関与はあったものの、外国人材の定着に関連するその他の部署の

本事業への関与の度合いはモデル地域によって差があり、現状では部署を跨いで発生

する定着課題を連携して取組む仕組みが不十分であると感じられた。都道府県庁もあ

る程度大きな縦割りの組織であるため、外国人支援担当部署の設立や関連部署の連携

強化のための外国人材の受入れや支援を横断的に行う組織の設立など、組織体制面で

の対応が望まれる。 

 

次に市町村について、本事業で外国人材が居住する全ての市町村にヒアリングを行

ったが、外国人材の定着施策の実施に対し、市町村によって温度差があった。本事業

でイベントを実施した市町村では、外国人材の受入れや定着に積極的であったが、ヒ

アリングしたその他の市町村では、「外国人材の定着支援のための組織体制が整って

いない」、「予算や人員がないため、必要性は認識しているものの、本事業でイベント

を実施することは難しい」という回答が多かった。自治体は受入れやその後の就労そ

のものには直接携わることはないが、住民として地域に包摂することや、地域の産業

政策を考える観点から、定着に関して一定の責任を負っており、自治体の積極的な対

応が望ましい。 

 

⑭ 気候と光熱費 

アンケート結果（図 60、61、64）にもあるように、北海道では寒さが入国後の一番

の問題となっている。さらに定期面談では、寒さに付随して高くなる光熱費や、雪の

時期に徒歩で 20 分以上歩かないと通勤できないなどの不満やこれらが原因で転職を

考えているといった内容が相談として挙げられている。 

他の地域と比較した際に、不利な条件となる可能性があるため、地方自治体などの

支援が必要な課題と考えられる。 

 

⑮ 本事業における研修等の取組 

入国までに実施した「異文化理解研修」、「定着計画策定支援」、「内定者定期面

談」のすべてにおいて満足度（「満足」と「どちらかといえば満足」の合計）が 80%以
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上となっており受入企業に一定の評価を得た（図 33～36）。特に、異文化理解研修の

満足度は 93％となっており非常に高い評価であった。 

 

本事業では、受入企業の約半数が初めて外国人材を雇用する企業であったことから、

外国人材が職場に加わることに、現場の日本人従業員も不安感を持っているとの意見

が事前の受入企業との打ち合わせや異文化理解研修で確認された。 

 

このような企業の状況を踏まえ、地方の中小企業に起こりうる事例や対応方法を紹

介し、職場での異文化の受容が進むように工夫をした。外国人材を受入れたことがな

い漠然とした不安感が、具体的な事例の説明を受けることで解消され、研修の満足度

につながったものと考えられる。実際の受入れ後にも異文化理解研修のケーススタデ

ィで学んだトラブルが職場で起きて対応ができたという声もあった。 

 

外国人材の受入れでは、外国人材の日本語能力や技術の向上が優先され、受入れる

日本人従業員側の育成は見過ごされがちである。職場や地域での定着を進めるために

は、外国人材のみならず日本人が異文化に対する受容度を上げ、適切な対応ができる

ような意識改革が重要で、それを目的とした研修を継続して普及する必要があると考

えられる。 

 

⑯ ステークホルダーごとの提言 

これまでの述べた課題別の提言を各ステークホルダー向けに以下のとおり整理した。 

 企業向け 

該当項目 提言概要 

③外国人材の採用・育成 長期勤続のインセンティブ整備 

⑤キャリアパス 企業内の技能・キャリア形成支援 

⑥転職 就労環境の整備 

⑮本事業における研修等の取組 日本人職員への受入れ研修整備 

 

 地方自治体向け 

該当項目 提言概要 

⑨日本語 地域での日本語教育環境の整備 

⑩住居 住居の有効利用施策の検討 

⑪交通機関 地方での交通対策 

⑫地域住民との交流 地域の人材交流の促進 

⑬自治体の体制 組織体制の整備 

⑭気候と光熱費 寒冷地での企業補助 
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 中央省庁向け 

該当項目 提言概要 

①企業募集 外国人材採用未経験企業向けの情報提

供 

②外国人材受入れコストの負担 違法な人材紹介の防止策 

③外国人材の採用・育成 技能試験のあり方 

⑥転職 長期定着のための企業への補助 

⑦登録支援機関 登録支援機関の役割検討 

⑧外国人材の保護 外国人材のアクセスしやすい相談窓口 

⑨日本語 海外での日本語教育支援 

 

⑰ まとめ 

データには現れてこないが、本事業で各モデル地域の担当者が訪問して日本人が楽

しそうに働いている事業所は、外国人材からの不満も少ないということが共通して見

受けられた。コミュニケーションが円滑に行われ、適正な就労環境が整備された職場

は、日本人にとっても外国人にとっても働きやすい環境である。外国人材にとって、

言葉や文化の違いという要素はあるが、職場定着のための環境整備は国籍問わず共通

している点が多い。同様に地域で生活する外国人材が感じる課題も交通機関、住居、

高齢化（同世代が少ない）、娯楽が少ないなど、国籍を問わず共通なものが多い。外国

人材の職場や地域への定着を促進するためには、日本人からも企業や地域が選ばれる

ために必要なことは何かという意識をもち、改善を進めていく必要があると考えられ

る。 
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地域外国人材受入れ・定着モデル事業実施報告書　巻末資料１

都道府県

市町村

【自治体概要】※事前に調べておく

首長 総人口

経済 交通

新型コロナ感染状況 ほか

【ヒアリング】※当日使用　※①②は事前にできる限り調べておく

①外国人材の受け入れ状況

③外国人材定着のための課題

④本事業に期待する定着支援

【広報のご協力可否】

【参考】

本事業の支援内容

広報の協力可否

今後外国人材受け入れを推進し

ていく予定があるか？

その場合の広報協力可否

企業紹介やリーフレット配布のご依頼（もしくは担当課への取次ぎのご依頼）

※いまある課題／将来的に出てきそうな課題（例：住宅がない、周辺住民とのトラブル、外国人材の失踪など）

※（参考）今回の事業でできることイメージ：　①イベント実施支援　②ノウハウ提供　（③予算支援）

地域広報誌への

情報掲載

■地域広報誌有無：（　有　・　無　）

■掲載可否：　（　可　・　不可　）

■詳細：

■掲載スケジュール：

来日時の地域の拠点への

表敬訪問

■どこを回るとよさそうか：

※主な産業、本社を置く会社など

※介護施設クラスター発生中など

※電車、バス、など

※直近の地元ニュース、名所など

地方自治体ヒアリングシート（例）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※どの在留資格／国籍／産業で何名くらい　※企業・地域からの反応（ポジティブ／ネガティブな反応）

②外国人材の定着支援策

外国人材向け施策

外国人材向けではないが

外国人材が活用できそうなもの

（UIJターン関連など）

ほか連携できそうな

地域団体など

メモ

■情報提供（災害、医療、税金、年金など）：

■助成金：

■日本語サポート、マナー習得研修など：

■住居、交通：

■地域イベントなど　（例：文化発表会、語学交流会、日本語スピーチコンテスト）：

■その他：

■情報提供（災害、医療、税金、年金など）：

■助成金：

■語学、マナー習得研修など：

■住居、交通：

■地域イベントなど　（例：地域ボランティア、お祭りなどの地域イベント）：

■その他：

※NPO団体など

⑤「認知」施策に関して

重要
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に
お

け
る

調
査

・
救

済
手

続
(法

務
省

）

●
地

名
等

の
英

語
表

記
ル

ー
ル

・
外

国
人

向
け

地

図
記

号
国

土
交

通
省

（
国

土
地

理
院

）

●
外

国
人

在
留

支
援

セ
ン

タ
ー

（
F
R

E
S

C
／

フ
レ

ス
ク

）

日
本

で
暮

ら
し

, 
活

躍
す

る
外

国
人

の
在

留
を

支
援

す
る

政
府

の
窓

口
＠

新
宿

区
の

JR
四

ツ
谷

駅
前

企
業

向
け

●
出

入
国

在
留

管
理

庁
電

子
届

出
シ

ス
テ

ム

特
定

技
能

所
属

機
関

及
び

登
録

支
援

機
関

の
職

員
が

行
う
各

種
届

出
や

報
告

を
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

を
利

用
し

て
行

う
シ

ス
テ

ム
（

出
入

国
在

留
管

理
庁

）

●
外

国
人

雇
用

管
理

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

（
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
）

外
国

人
労

働
者

の
雇

用
管

理
の

改
善

や
職

業
生

活
上

の
問

題
な

ど
に

つ
い

て
、
専

門
的

な
知

識
や

経

験
を

有
す

る
「
外

国
人

雇
用

管
理

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

」

が
、
各

事
業

所
の

実
態

に
応

じ
た

相
談

・
指

導
を

行

い
ま

す
。

●
●

外
国

人
留

学
生

の
採

用
や

入
社

後
の

活
躍

に
向

け
た

ハ
ン

ド
ブ

ッ
ク

～
実

践
企

業
に

学
ぶ

1
2

の

秘
訣

～

国
な

ど

▽
省

庁
ご

と
に

色
分

け
し

て
い

ま
す

●
総

務
省

●
法

務
省

●
外

務
省

●
文

部
科

学
省

●
厚

生
労

働
省

●
経

済
産

業
省

●
国

土
交

通
省

●
そ

の
他

外
国

人
材

向
け

●
Ｌ

ア
ラ

ー
ト

（
災

害
情

報
共

有
シ

ス
テ

ム
）

の

紹
介

動
画

（
英

語
）

（
Y
o
u

T
u

b
e
）

C
o
n

v
e
y
a
n

c
e
 o

f 
d

is
a
s
te

r

in
fo

rm
a
ti

o
n

 ～
L
-A

le
rt

～

（
E
n

g
li
s
h

）

●
D

is
a
s
te

r 
I
n

fo
rm

a
ti

o
n

（
外

務
省

：
防

災
安

否
確

認
F
A

C
E
B
O

O
K
）

●
厚

生
労

働
省

H
P

　
仕

事
・
生

活
の

支
援

情
報

が
載

っ
て

い
ま

す

●
マ

ン
ガ

で
わ

か
る

働
く
人

の
安

全
と

健
康

●
新

規
入

国
者

向
け

ガ
イ

ダ
ン

ス
ペ

ー
ジ

入
管

ル
ー

ル
（

在
留

期
限

、
法

律
、
就

労
条

件
）

の
ま

と
め

（
出

入
国

在
留

管
理

庁
）

●
I
n

fo
rm

a
ti

o
n

 r
e
la

te
d

 t
o
 C

O
V

I
D

-

1
9

(英
語

ペ
ー

ジ
)

（
出

入
国

在
留

管
理

庁
）

企
業

向
け

●
外

国
人

来
訪

者
や

障
害

者
等

が
利

用
す

る
施

設
に

お
け

る
災

害
情

報
の

伝
達

及
び

避
難

誘
導

に
関

す
る

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

（
消

防
庁

）

企
業

向
け

●
人

材
確

保
等

支
援

助
成

金
（

外
国

人
労

働

者
就

労
環

境
整

備
助

成
コ

ー
ス

）

外
国

人
特

有
の

事
情

に
配

慮
し

た
就

労
環

境
の

整
備

を
行

い
、
外

国
人

労
働

者
の

職
場

定
着

に

取
り
組

む
事

業
主

に
対

し
て

、
そ

の
経

費
の

一
部

を

助
成

す
る

も
の

●
人

材
開

発
支

援
助

成
金

（
外

国
人

材
に

限
ら

な
い

）

労
働

者
の

キ
ャ
リ
ア

形
成

の
た

め
の

職
業

訓
練

等

の
経

費
や

賃
金

を
助

成
す

る
制

度

●
雇

用
調

整
助

成
金

（
外

国
人

材
に

限
ら

な

い
）

雇
用

調
整

助
成

金
は

、
経

済
上

の
理

由
に

よ
り
、

事
業

活
動

の
縮

小
を

余
儀

な
く
さ

れ
た

事
業

主

が
、
雇

用
の

維
持

を
図

る
た

め
の

休
業

、
教

育
訓

練
、
出

向
に

要
し

た
費

用
を

助
成

す
る

制
度

●
キ

ャ
リ

ア
ア

ッ
プ

助
成

金
（

外
国

人
材

に
限

ら

な
い

）

有
期

雇
用

労
働

者
等

の
企

業
内

で
の

キ
ャ
リ
ア

ア
ッ

プ
の

取
組

を
実

施
し

た
事

業
主

に
対

し
て

助
成

を

す
る

も
の

●
働

き
方

改
革

推
進

支
援

資
金

（
日

本
政

策

金
融

公
庫

）

「
外

国
人

労
働

者
の

雇
用

管
理

の
改

善
に

取
り
組

む
方

」
が

ご
利

用
い

た
だ

け
る

融
資

制
度

●
中

小
企

業
施

策
利

用
ガ

イ
ド

ブ
ッ
ク

（
中

小

企
業

庁
）

経
営

、
金

融
、
財

務
、
地

域
、
分

野
別

の
各

種
サ

ポ
ー

ト
ま

と
め

外
国

人
材

向
け

●
●

在
留

支
援

の
た

め
の

や
さ

し
い

日
本

語
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン

（
出

入
国

在
留

管
理

庁
/文

化

庁
）

●
「
生

活
者

と
し

て
の

外
国

人
」
の

た

め
の

日
本

語
学

習
サ

イ
ト

 「
つ

な
が

る
ひ

ろ
が

る
 に

ほ
ん

ご
で

の
く
ら

し
」

日
常

生
活

に
必

要
な

日
本

語
を

IC
T

を
活

用
し

独
学

で
き

る
学

習
コ

ン
テ

ン

ツ ●
生

活
・
就

労
ガ

イ
ド

ブ
ッ
ク

（
出

入
国

在
留

管
理

庁
）

日
本

で
生

活
す

る
た

め
に

必
要

と
な

る

基
本

的
な

情
報

を
掲

載
し

て
い

ま

す
。

企
業

・
外

国
人

材
向

け

●
多

言
語

音
声

翻
訳

ア
プ

リ

（
V

o
ic

e
T
ra

）

A
I多

言
語

翻
訳

の
研

究
開

発
　
(総

務
省

）

話
し

か
け

る
と
外

国
語

に
翻

訳
し

て
く

れ
る

音
声

翻
訳

ア
プ

リ
で

す
。

企
業

向
け

●
日

本
語

教
育

コ
ン

テ
ン

ツ
共

有
シ

ス
テ

ム
（

N
E
W

S
）

日
本

語
教

育
に

関
す

る
教

材
，

カ
リ

キ
ュ
ラ

ム
，

報
告

書
，

論
文

，
施

策

資
料

等
（

「
日

本
語

教
育

コ
ン

テ
ン

ツ
」
）

を
横

断
的

に
検

索
で

き
る

情
報

検
索

サ
イ

ト

外
国

人
材

向
け

●
外

国
人

生
活

支
援

ポ
ー

タ
ル

サ
イ

ト
：

生
活

・
就

労
に

つ
い

て
の

ガ
イ

ド

ブ
ッ
ク

各
言

語
あ

り
（

中
国

・
韓

国
・
ベ

ト
ナ

ム
・
ネ

パ
ー

ル
・
タ

イ
・
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
・

ミ
ャ
ン

マ
ー

な
ど
）

（
出

入
国

在
留

管

理
庁

）

●
外

国
人

の
た

め
の

 賃
貸

住
宅

入

居
の

手
引

き

●
「
部

屋
探

し
の

ガ
イ

ド
ブ

ッ
ク

」

（
日

本
で

部
屋

探
し

を
す

る
外

国

人
の

方
へ

）

賃
貸

人
、

仲
介

業
者

・
管

理
会

社

の
方

向
け

●
「
外

国
人

の
民

間
賃

貸
住

宅
入

居
円

滑
化

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」

●
「
《
大

家
さ

ん
、

不
動

産
事

業
者

の
た

め
の

》
外

国
人

の
受

入
れ

ガ
イ

ド
」
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